
令和4年度（2022年度）

-

-

-

事業の目的と概要

Ⅰ　成果指標（活動指標）

Ⅱ　活動実績・成果

Ⅲ　課題と今後の取組

大綱 　　　　　　　　　　　-

政策 　　　　　　　　　　　-

施策 　　　　　　　　　　　-

（款） 2 総務費 （項）

管理事業名 公平委員会事業
総合計画
の体系

1 総務管理費 （目） 7 公平委員会費

部局名 公平委員会事務局
予算執行
所属

公平委員会事務局

主な歳出
予算科目

一般会計

【目的】　中立的機関として職員の利益の保護及び公正な人事権の行使を保障するとともに、公正な人事行政の維持と確
　　　　保を図るため公平委員会事業を実施する。

【概要】　公平委員会運営事業（職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査・判定し、必要な措
　　　　置を執ること、職員に対する不利益な処分についての審査請求に対する裁決を行うこと、勤務条件その他人事管
　　　　理に関する職員からの苦情相談の処理を行うことなど）

指  標  名 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 指　標　の　定　義

公平委員会会議の開催日
数

日 8 7 12 公平委員会会議の開催日数

【成果指標】公平委員会会議の開催日数
　公平委員会会議を原則月１回開催し、審議等を行った。令和
４年度においては、年12回、対面による会議を行った。

【財務情報に基づいた評価】
　事業の財源はすべて一般財源であり、事業に係るコストのほ
とんどが人件費である。公平委員会は職員の利益の保護と公正
な人事権の行使を保障するための公正・中立な第三者機関とし
て、その役割を着実に果たすことが求められており、現在の事
業従事人数が最低限必要な人数と判断している。

　職員からの苦情相談は、毎年度寄せられており、令和４年度
は６件あった。
　公平委員会は職員の利益の保護と公正な人事権の行使を保障
するための公正・中立な第三者機関として、その役割を着実に
果たすことが求められている。
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Ⅳ　財務情報
◆貸借対照表【ＢＳ】 （単位：千円）

現金預金 流動負債
未収金 地方債
財政調整基金 短期借入金
短期貸付金 賞与引当金
徴収不能引当金 未払金
その他流動資産 リース債務

有形固定資産 その他流動負債
土地 固定負債
建物・工作物 地方債
リース資産 長期借入金
建設仮勘定 退職手当引当金

無形固定資産 リース債務
有形固定資産 その他固定負債

土地 負債の部合計
建物・工作物
建設仮勘定 純資産

重要物品
図書館資料
投資その他の資産

出資金
長期貸付金
基金
徴収不能引当金 純資産の部合計
その他債権

資産の部合計

◆行政コスト計算書【ＰＬ】 （単位：千円） 財務諸表の特徴的な事項

地方税
分担金及び負担金
使用料及び手数料

府支出金（経常費用充当）
財産収入
寄附金
他会計からの繰入金
受取利息及び配当金
その他
経常収入　小計 (a)
給与関係費
物件費
維持補修費
社会保障扶助費

特別会計への繰出金
減価償却費
徴収不能引当金繰入額
賞与引当金繰入額
退職手当引当金繰入額
支払利息
その他
経常費用　小計 (b)

経常収支差額 (a)-(b)=(c)
固定資産売却益 単位当たりのコスト分析(「経常費用 小計(b)」÷「実績」）
その他
特別収入　小計 (d) 円 円 円
固定資産除売却損 人 人 人
その他 円 円 円
特別費用　小計 (e)

特別収支差額 (d)-(e)=(f)
一般財源調整額 (g)
当期収支差額 (c)+(f)+(g)
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
再計

人にかかるコストの内訳
◆キャッシュ・フロー収支差額集計表【ＣＦ】 （単位：千円）

行政サービス活動収入
行政サービス活動支出

投資活動収入
投資活動支出
投資活動収支差額 分析指標 (単位:％)

財務活動収入
財務活動支出
財務活動収支差額
収支差額　合計
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
前年度からの繰越金

勘定科目
令和3年度末 令和4年度末 差額

勘定科目
令和3年度末 令和4年度末 差額

A B B-A A B B-A

流
動
資
産

- - - 464 517

- - - -

53
- - - - - -

- -
- - - 464 517 53
- - - - - -
- - - - - -

固
定
資
産

事
業
用
資
産

- - - -

- - - -

- -
- - - 4,640 4,659 19

- -
- - - - - -
- - - 4,640 4,659 19
- - - - - -

イ

ン

フ

ラ

資

産

- - - - -

- - -

-
- - - 5,103 5,176 72

- - - △5,103 △5,176 △72
- - -
- - -
- - -
- - -
- - -
- - -
- - - △5,103 △5,176 △72

負債及び純資産の部
合計

- -
- - -

-- - -

勘定科目 令和2年度
令和3年度 令和4年度 差額 勘定科目等 特徴的な事項

A B B-A

- - -

経
常
収
入

- - - -
- - - -
-

国庫支出金（経常費用充当） - - - -
- - - -
- - - -
- - - -
- - - -
- - - -
- - - -
- - - -

経
常
費
用

9,470 9,931 10,055 123
71 71 68 △3
- - - -
- - - -

負担金・補助金・交付金等 106 106 15 △91
- - - -
- - - -
- - - -

526 464 517 53
232 285 432 147

- - - -
- - - -

10,405 10,857 11,086 230
△10,405 △10,857 △11,086 △230

- - - -
- - - - 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
- - - -

市民1人
コスト 29 29

特
別
費
用

- - - - 実績 376,944

特
別
収
入

378,781 381,238
- - - - コスト

- - - - 実績
- - - -

分
析
内
容

　市民１人当たり29円のコストがかかっている。
　令和５年３月31日現在の吹田市の人口で算出してい
る。

- - - -
△10,405 △10,857 △11,086 △230
10,642 11,025 11,014 △11

- - - -
- - - -

237 169 △72 △241

給与関係費
等(千円)

月平均従事
人数(人)区分 令和2年度

令和3年度 令和4年度 差額 うち時間外手
当等(千円)A B B-A

- - - - 常勤・再任用 5,642 - 0.80
10,642 11,025 11,014 △11 会計年度任用等 3,075

1,266行政サービス活動収支差額 △10,642 △11,025 △11,014 11 特別職非常勤
- - - - 合計 9,983
- - - -
- - - -
- - - - 　　　　　　　年度

分析指標
令和2年度 令和3年度 令和4年度 差

- - - - A B B-A
- - - - 施設老朽化比率 - - - -

△10,642 △11,025 △11,014 11 施設維持補修費比率 - - - -
10,642 11,025 11,014 △11 経常費用対公共資産比率 - - - -

- - - - 徴収不能引当率 - - - -
- - - - 受益者負担比率 - - - -

28

100.0 100.0 0.0- - - - 一般財源充当比率 100.0

18(一般会計・公平委員会事業)
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